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    ［研究論文要旨］     ［SYNOPSIS］

    　公共住宅の建替は良質な住宅ストックの確保，土地の

    高度利用，周辺住環境整備を目的にこれまで別個に行わ

    れてきたが，公団に住む公営階層，公営に住む収入超過

    者の問題は，その家賃負担と居住継続の点から問題とさ

    れてきた。本研究では，新たに始められた複合建替2団

    地（公団の併設される横浜市営十日市場団地，市営の併

    設される公団日吉団地）を対象に，居住継続と入居階層

    の適正化の状況，家賃負担の問題，ミックスドコミュニ

    ティの方向性について検討分析を行っている。

    　日吉団地では，定住性は併設公営が高いのに対して公

    団賃貸は著しく低く，将来の住居費負担がその要因とな

    っている。当団地は自治会活動が盛んで，建替期間中も

    自治会中心に建替問題に対処し，参加率も高く，現在も

    公団・市営の単一自治会として運用され，居住者から支

    持されている。自治会を中心にミックスドコミュニティ

    が形成される方向がみえる。住居費問題では，居住継続

    のために公団独自に家賃の減額措置が講じられてきたが，

    資格条件の限定から利用対象となる世帯が少なく，今後

    の建替事業では段階的に上がる傾斜家賃が支払えなくな

    り，居住継続が難しい世帯の出現が予想される。建替事

    業の全体の枠組みの中での取り組みが必要である。また，

    移転層では建替を機に移転を繰り返すといった，居住支

    援策の枠からもれた世帯ゆえの構図ができている。

    　十日市場団地は，従前居住者の高齢化率は非常に高く，

    年齢面からのミックスドコミュニティ形成という点から

    は，公団住宅の併設が有効である。定住性・満足度とも

    に高く，高齢対応の環境が大きな要因となっている。ま

    た，住居費負担については，応能応益家賃制度の適用で

    多様な家賃が実現することにより，公団家賃までつなが

    る家賃分布となる。したがって併設公団戸数が増加すれ

    ば，これらの階層はこれまでより容易に公団に移ること

    が可能となり，公営・公団ともにより適切な入居階層に

    よるコミュニティが形成される方向にあるといえよう。

    　　So　far　now　public　housing　renewal  has　been　promoted
    by　stocking　high　quality　houses，efficient　land　usages　in
    urban　areas　and  living　environmental  consolidations．　The
    renewal  projects， however，have　brought　up　the　following
    questions．
    　　KODAN　houses　are　mostly　occupied　by　the lower
    income　residents　who　are　meant　to  live　in　KOEI　houses，so
    that　they　consequently　become　not　able　to　afford　the　rent　rise
    due　to　the　renewal．On　the　other　hand，KOEI　houses　are
    occupied　by　the　residents　who　earn　higher　than　the　regulation
    and　adequate　replacement　houses　fit　to　them　are　not　prepared．
    The　new　compound　renewal  project，which　covers　KODAN
    and　KOEI，is　carrying　on　so　that　both　KOEI　and　KODAN
    will　be　able　to　hold　residents　fit　to　the　classes．This　study，
    which　was　made　based　on　surveys　of　two　housing　renewal
    projects，defines  continuous  residencies.  residents  aptitude
    and　rental　problems，and　also　examines　future　communities
    with　residents　from　various　social　levels．
    　　In　the　Hiyoshi－Danchi，KOEI　houses　shows　high
    resident　stability　rate　while　KODAN　houses　does
    exceedingly  low　stability　rate，due　to　a　heavy　burden　of　rent
    because　of　the　rent　rise．It　is　foreseen　that　some　residents　may
    become　difficult　to　continue　to live　in　their　houses　due　to　the
    step－by－step　increase　of　the　rent．During　the　renewal，the
    residents　participate　in　the　project　through　a　union（which
    they　organized）and　at　the　moment　the　union　is　only　the　one
    union　representing　both　KODAN　houses　and　KOEI　houses－
    From　this　it　is　foreseen　that　a　mixed　socia1－c1ass－community
    can  be  formed．
    　　Toukaichiba－Danchi　residents　were　mostly　elders，so
    that　it　is　effective　to　have　annexed　KODAN　houses　in　order
    to　form  a　generation　mixed　community．The　high　stability
    and　high　satisfaction　rates　are　considered　to　come　from　a
    proper　environmental  consideration　that　is　adequate　for　the
    elderly　after　the　renewal．The　Affordability　Policy　will　be
    able　to　set　various  levels　of　rent（from　the　KOEI　level  to　the
    KODAN　level）and　remove　the　barrier　between　KOEI　and
    KODAN．
    　　As　compound　KODAN　houses　increase，people　with
    higher　economic  level  than　the　KOEI　regulation　will  become
    easier　to　move　to　KODAN，which　will  be　ab1e　to　hold　fit　to
    those　residents　and　thus　it　can　be　said　that　a　new　community
    will  be　formed　according　to　housings　fit　to　residents
    economic  levels．
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1．はじめに

　現在大都市の住宅事情は，良質な住宅ストックの確保

と，居住環境をいかに整備するかという問題に関して課

題を大きく抱えている。なかでも，公共住宅更新には期

待される役割は大きい。建替公営公団団地の入居階層と

家賃負担における問題点に対応して，平成5年複合建替

が着手された。本研究では複合建替団地を，公営公団2

団地調査し，居住継続と入居階層の適正化の状況，及び

家賃負担の問題等を通じて，ミックスドコミュニテイの

方向性を探ろうとしている。

ばより適切な入居階層が確保できると期待される。建替

による新規入居者も加えて，年齢構成，所得階層等多様

な居住者が混じり合うことにより，バランスのとれたコ

ミュニテイの再生が期待されている。

　公営住宅法改正で公営対象階層は収入分位33％以下か

ら25％以下に限定され（裁量階層として25～40％の高齢

者等が加わる），応能応益家賃が平成10年4月から始め

られているが，これにより多様な家賃階層が実現する方

向にあるといえる。公営から公団への連続した家賃の公

的住宅団地が実現することが期待される。

2．研究の目的と方法

2．1複合建替の背景と経緯

　公営公団住宅の建替は居住水準の向上と土地の高度利

用を図り，併せて近隣住環境の整備にも資することを目

的としてそれぞれ別個に行われてきた。この間に幾つか

の問題点が顕在化してきている。

　公営住宅にあっては，以前から問題とされてきた収入

超過者の問題（約4割）とその転居時の受け皿の問題で

ある。公団住宅にあっては，建替に伴う家賃上昇が居住

継続を困難にし，また公団からの移転世帯も居住の場が

安定しない問題である。公団建替団地に公営を併設する

という一つの解決策は以前から指摘されてきていた。建

替に際して，土地の一部を等価交換して公営住宅団地に

公団住宅を，公団住宅団地に公営住宅を併設する複合建

替（公共住宅総合再生事業）が実際に締結されたのは平

成5年になってからである。現在その第1号である事業

が，横浜市営住宅と横浜市にある公団建替住宅の間で着

手されている。複合建替により，公営公団間相互の住み

替えが可能になり，居住者側からは公団住宅に住む公営

階層，公営住宅に住む収入超過者が居住の場を移転する

ことなくより適切な居住が可能になる。管理側からみれ

2．2調査対象の概要

　複合建替は，39haに及ぶ市営十日市場団地（建替期間

平成3年～17年度まで）と公団約20団地の中から対象団

地を選定して行われるが，最初の計画は日吉・小港・矢

部の3団地との間で行われた。本研究では市営十日市場

建替後住宅入居者と，公団日吉戻り入居者・日吉市営入

居者を対象にしている。また，日吉に戻り入居をしなか

った移転層についても少数ではあるが事例調査を行った。

　十日市場団地は横浜市緑区にあり，横浜線十日市場駅

から最も近いところで5分の小高い丘の上にある大団地

で，その概要は表2－2－1のとおりである。建替事業は

団地中央に南北に走る尾根筋の東側端から着手され，西

表2－2－1市営十日市団地の概要

建替前 建替計画 現在（刈寿済み）
建設年時 昭郁4－39年度平成4－17年度
戸数 2286戸 　　一13350尺939戸

木造 269戸1市営 231順「公誉 87け一i
i 簡平 599戸1公団公杜l050戸（3期：1～5借枢⊃

簡2 584戸1中層 50棟
耐火 834戸ヨ高層 50棟公司 68戸
1種 棚戸，超高層 2棟（刈善平成10．5）
2種 　　■　」1792戸■

住戸規模平均　　　34，68㎡1基本 70㎡　　　公賞3DH緬脇
2K・2DK　　　1 。公梛1」X・21」〕K

＊1青山学院女子短期大学　教授
＊2成城大学短期大学部　助教授
＊5元日本女子大学　教授

＊3明治大学　特別研究生
＊6日本中央地所　所員

＊4まちづくり研究所　研究員
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 側は建替前住宅が残っている状態にある。

 　日吉団地は横浜市港北区にあり，東横線の日吉からバ

 ス10分の環境の優れた団地で表2－2－2に示すとおりで

 ある。建替説明会時点（平成2年）では戻り入居を希望

 する比率は81．4％であったが，次第に減少し戻り入居し

 た平成6年には52．4％，350世帯になった。戻り入居後

 3年を経過した平成9年では221世帯と減少し，調査時

 点では対象世帯のうち28世帯の空家があり，戻り入居後

 の移転の多さがうかがわれる。いずれも建替後の高家賃

 による転居と考えられる。建替前家賃は1.4～4．1万円

 （一部増築テラスで6．6万円）が建替後は急激な傾斜家賃

 の後約4倍の家賃が設定されているためで，傾斜途中の

 転居であろう 注1)。併設市営住宅は，建替着手後に決定し，

 仮移転，本移転者の中から希望者で有資格者に決定した。

 表3－1－1住宅種別世帯属性
 単位（％）

 表2－2－2公団日吉団地の概要

 公団賃貸 公刊分譲 市営
 齪11緒型 l1域（65歳沫満）  8．3  13．6  2．5

 i1螂（65歳以止二〕  5．o  O．0」 肌8
 畑舌のみ（65歳人湖  15．8  4．5  1O．0
 メ淵のみ（65親以■  9．2  4．5  50．0
 抽島とr側瀞轍育以n  8．3  18．2  5．O
 走婦とr供（1榊交生以トつ 1O．O I3．6  O．O
 姑書とゴ供（長〔8歳以D 37，5 娼、5一 O．O
 そσ池  ヨ．8 O．Or  5．O

 t吐帯凶聯 50歳一佃商  R3，3 50－0・ 7．3
 51ト制歳  一μ．1 40．9■ 17．0
 65歳以11  22．5  9．1一 75．6

 脈紗〕種類 給’上耐尋  64．？」 86．一1． 7．3
 （w  午雀  36－1． 18－21 脇4

 勢鞄珊号  11．8  9．1■ 4．9
 そσ〕他  lO．9  0．O■ 12．2

 建将前　　　　　　　　　　　　　　　建潜．引側
 入〃　　昭秋；2－33年
 榊キ

 畑j陶皮6句≡（戻りj　　　　　　コミ営’吟。父9勾≡（’美り）
 　平成10年（新鋤　　　　　　　　平成11牢（新蜘

 戸数　　667戸　　　　　　　　804戸
 世帯用　　　化3戸
 単身用　　　200戸
 店舗　　　　4戸

 ク晒賃貸　　モ125戸　　　公鴬　　　　　　　9：炉
 ク珊分譲　　　8炉
 　店舗　　　　一I戸

 住宅　　1K2DK3κ3㎜
 ケイフ

 賃貸　mK－31」DK　　　　　　公営　2K－3DK
 分譲2mK－3L眺

 2．3調査の方法

 　調査は日吉団地の公団賃貸，分譲，市営の戻り入屠層

 を対象に，アンケート留め置き後調査員回収の方法をと

 った。予備調査を平成9年11月，本調査を平成10年1月

 に行った。調査対象は公団賃貸188，公団分譲33，市営

 50の計271世帯，回収は197票，回収率は72．7％である。

 これに付随して，移転層の中で判明している南日吉団地

 居住者30世帯のうち7世帯についてヒアリング調査を平

 成10年6月に行った。

 　市営十日市場団地は戻り入居後1年以．上経過している

 1・2・4街区の584世帯を対象にアンケー卜配布，郵

 送回収を行った。調査時期は平成10年7月，回収は139

 票，回収率は23．8％である。

 3．公団日吉団地複合建替における居住者の生活変化と

 　ソーシャルミックス

 3．1複合建替の実態とコミュニティからみたソーシャ

 　　ルミックス

 1）世帯属性と問題

 　日吉戻り入居者の世帯属性を，公団賃貸・公団分譲・

 市営入居者の3グループ別にみたものが表3－1－1であ

 る。市営は，65歳以上夫婦のみ，65歳以、上単身で，年金

 取得者が多くを占め最も高齢である。公団分譲は世帯主

 年齢50歳未満が半数を占め，夫婦と子供からなる世帯が

 中心であり，給与所得者がほとんどを占める、公団賃貸

 は両者の中間的様相を示し，世帯主年齢は50～64歳の向

 老期が多く，夫婦と子供からなる世帯が半数であるが，

 長子18歳以の成熟世帯が多い。しかし，65歳以上の年

 金取得者の存在は，今後の急激に進む家賃上昇への対応

 に問題が予想される。現行制度では，併設市営入居も家

 賃特別減額措置も受けられない人々の問題は残されてい

 るといわざるを得ない。

 　定住意識をみると，市営で「住み続けるつもり」が

 79％，「多分住み続ける」を加えると89％で定住性が高い。

 これに対して公団賃貸では「住み続けるつもり」が18％

 と著しく低く，「多分住み続ける」を加えても46％にしか

 ならないという状態にある。図3－1－1は居住に関する

 将来の不安についてたずねたものであるが，公団賃貸で

 はほぼ全世帯が「住居費など経済的なこと」と回答して

 いる。7～10年間の傾斜で約4倍の家賃を負担すること

 に対する不安を表している。市営においても48％を占め

 るのは，公常住宅法改正による応能家賃の適用が調査時

 の数ヶ月後に開始されることを反映しているといえよう。

 全体

 公団賃貸

 公団分譲

 市営

 射

 O％　　　　　　　　　　20干ち　　　　　　　　　40％　　　　　　　　　　60％　　　　　　　　　　80％
 ■佳居費なと経済的なこと
 □近所づきあ1－1
 □その他

 囲住宅、団地の整傭
 ］コミュニティ

 図3－1－1居住不安

 100％

 2）建替後住宅の満足度と建替に対する評価

 　公団に戻り入居を決めた理由，及び公営入居理由は，

 公団では「住み慣れているから」，「日吉団地を離れるの

 がいやだったから」が最も多く，継続居住に対する要望
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 が大きいことが知られる。市営の場合は「家賃等の条件

 が良かったから」が最も多く，「優先入居できたから」

 が続く。公団は居住継続，市営は家賃負担が入居理由で

 ある。

 　図3－1一2は現住宅の満足度指数 注2〕であるが，住宅規

 模，周辺環境ともにいずれの住宅でも満足度は高いが，

 住居費に関しては賃貸・分譲ともに不満が大きい。それ

 に反して市営では満足が大きいのが対照的である。継続

 居住については，賃貸でマイナスを示すが，将来の継続

 居住に対する不安の現れと思われる。入居理由に居住継

 続が大きかったのと対比して問題の所在をうかがわせる。

 住宅規模　　周辺環境　　住居費　　継続居住 満1而

 1二：「

 二L

 　　1．3　　　　　　1．2

 伽ド1；1

 ㌃・『…■’．鴛

 図3－1－2現住宅の満足度指数

 3）ミックスドコミュニティと自治会

 　建替後団地は西側に道路を隔てて市営が2棟（1種と

 2種）建設されているが，外装のデザインは同様であり，

 公団・市営同一団地名で一体化された印象を与える。居

 住者に望ましい公営・公団の建物の建て方，ミックスの

 仕方をたずねたものが図3－1－3である。ミックスの方

 法としては，別団地，隣接団地，とするものに始まり，

 団地内で住棟が混じり合う，建物には変化はなく居住者

 によって管理を分け公営・公団居住者として住む（モザ

 イク状ミックス）がある。特に市営居住者は最後のタイ

 プに対する要望が大きい。

 　日吉団地は建替前から自治会活動が活発で，建替に対

 しても自治会が中心に建替問題対策委員会を結成，居住

 者の要望をとりまとめ公団側と折衝し，その結果を「建

 替問題ニュース」として各戸に配布してきた。その数は

 平成2年から7年にかけて106号に及ぶ。図3－1－4は建

 替期間中の自治会活動にどのように関わったかをみたも

 のであるが，建替関係の会合参加は「時々参加」まで含

 めると63％が，建替問題ニュースは「毎回読んでいた」

 以上が63％，建替に対しての要望提出は約80％が関わり，

 自治会を中心とした建替意見形成がなされていたことが

 知られる。

 　このような実績の上に現在賃貸・分譲・市営を併せた

 単一の自治会が運用されている。図3－1－5でみられる

 公団だけがよい

 公団と公営団地は隣り合わせがよい

 公団公営の住棟が混じり含うのがよい

 入居者によって管理をわけるのがよい

 図3－1－3
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ように，サークル活動，子供会一老人会が一緒であるこ

とを，いずれの住宅種別でも「」込い」，「良い一打がある」

と肯定するものが80％以ヒを占め，制度而からの問題は

残るものの，現状では」つのコミュニティとして動き始

めているといってよい。

3．2建替に伴う家貨負担変化と居住者支援制度の課題

　建替に伴う居住者支援措置については，昭和61年の住

都公団の建替事業開始と同時にまず公［州勺で制度のメニ

ューが取り揃えられた。現在の公団建持にf一トう居住者支

援措置の一…覧は図のとおりである（図3－2－11l。

世帯属性

　＾．」般世借　　　1　B．特疋u■1帯■■’’・■■■・■冒■1齢者t1」、帯（収入市1」限なし）1（収人1／1」限、1川L一一・母十父1」一世榊

r■■・’十1活保誰泄帯

L■■・一こ．・ク障害者’世帯

所侍　■■公団独白∵対j一亡、1，る措置
■

高　　〔逃替卒業に伴う家賃仙担1軽減勝甫
一・●激皿一雌1
①7年間7段階
②1O年問7段階

対

応
■③lO年間定額

措 ・●圭独並遭二並遺
置

6

　　■国及び地方公、共団体工＝タイアップした描置　　i％　1　　　1l●，幽1吐11土〃左1差撒皇＝

、！、　1、二干1㌶㌫逮屈董蛙

ム　　1一一膿；虻二盗二搬　　　　　　　　■

（地方公灯日体との連携）

図3－2－1公団建替に伴う居住者支援措置の一覧

　公団建替に伴う経済的な居住者支援措置には，公団独

白のもの，国及び地方公共団体との連携で対1一じするもの

の2つがある。前者は，『公団独白に対応する手■1キ置』で，

具体的には「激変緩和措置」と「特別減額措置」が挙げ

られる。後者は，『国及び地方公共は1体とタイアップし

た措置』で，特定世帯を対象に0地域リロケ…ション仕

宅制度」（平成2年），「公営住宅併設制度」（平成4年），

「特定目的借り上げ公共賃貸住宅制度．1（平成6年）が

創設されている。

　「地域リロケーション住宅制度」においては，建設費

に国の補助を入れ建替後家賃を一定程度引き下げている。

また，「公営住宅併設制度」では，地方公共団体が大規模

公団団地内に公営住宅を建設して，公営住宅併設によっ

て従前公団居住者の優先入居枠の確保を行っている。H

吉団地では，併設公営住宅のユ／2を優先枠としている。

さらに，「特定目的借り上げ公共賃貸住宅制度」では，

建設用地の確保が難しい場合等に，1司じく地方公共卜η体

が建替後の公団賃貸住宅を借りトげて居住者の家賃負担

の軽減を図っている。臼吉団地では，「地域リロケーショ

ン住宅制度」の利用は2吐術，「公’．営任宅併設制度」の

利用は公営2種に限定して5（〕世術という実絃がみられる。

　こうした各種措置が取り揃えられているが，ここでは，

戻り入刷霞の榊一i三継続を目的とする公団の家賃負担軽減

措置，「激変緩和措置」と「特別減額措置一に焦点を当

て利用実態を明らかにしたい。「激変緩和措置」は，建

替前と建替後の家貨激変を緩和する目的でつくられた戻

り人居世帯企体を対象にした普遍的措置で，①7年問7

段階，②ユO年間7段階，③10年間定額の3つのタイプか

ら選ぶことが出求る、二一方，「特別減額措置」は，一定

の要件下で，高齢者，生活保護，母子・父子，心身障害

者世帯という特定廿帯のみに適用される限定的措置であ

る。その内容は、激変緩和で傾斜のかかった家賃が住宅

扶助限度額を超える場合は住宅扶助限度額まで家賃が減

額されるというものである。

　口吉固地の公固賃貸の所得分布をみると，年収600万

円未満に6割，8（⊃O万円未満に8割が集中していて，全

体的な傾向としては公団分譲よりは低いものの公営より

は高い（図3－2一一！）。しかし，400万円未満の高額でな

い所得階層も3割以上いることも注目される。次に，建

替に伴う家賃，管理費の水準の変化を，建替直前，戻り

人店時（平成6年11，現在（平成10年）の3時点につい

てみてみたい（図3－2－3，図3－2－4）。まず，家賃を

建替前と戻り入凡11時を比較すると，建替前は，最多値3

万円以卜4万円未満，分布域は5万円以上6万円未満の

カテゴリー以’ド（7）ところにあるが，戻り入居時には，最

多値4万以．ヒ5万「■■1木満，分布域はユ4万円以上15万円未

満のカテゴリー以下になっている。さらに現在では，最

多値は8ノ川以上9万円未満，分布域は20万円以上のカ

テゴリーまで広がっている。管理費の変化についても各

時一点を通じて分布域の広がりがみられる。従後／従前比

が4倍の住ブもあり，建替に伴う家賃等の住居費変化が

大きいことカミ理解できる。

　こうしたなか，戻り入居層の居住継続を支援する家賃

負担軽減措置，「激変緩和措置」のタイプ別利用状況を

みた（図3－2－5〕。選択されたタイプは，多い順に①7

年間7段階が63．4％，②10年間7段階が25．7％，③10年

間定額がユo．9％である。「激変緩和措置」は戻り入居世

帯全体を対象としているが，特定世帯はさらに「特別減

　　　　　　　　　　一・・一市営　　　・・一・1一公団分黎

　　　　　　　　　　　　　公団賃貸　　　　　　全体

1㎜「■　■■…’皿L■　　　■「

∴！！…□二．｝1：ア’一一・・ノ

　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　■

　60％　1　　　’／　　　　．。1

姦1／∵
％o％」二・・＝！．、　　＿．．．．．＿．＿＿＿＿．

　200万未満　　　　～500万　　　　～800万　　　　～1，200万　　　～1，800万　　　円

　　　　　図3－2・一2住宅種別の所得分布
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  　図3－2－3 各時点における家賃額の分布
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  図3－2－4 各時点における管理費の分布

  額措置」を利用できる。日吉団地では戻り入居世帯の

  9．3％に当たる11世帯が「特別減額措置」を利用している。

  　「特別減額措置」をいいと思う理由を聞いたところ，

  「自分とは関係ないが制度としては良い」として評価し

  ている世帯が約7割いる（図3－2－6）。しかし，「特別

  減額措置」を良いと思わない理由を聞いたところ，「一

  部の世帯に限られるから」が13．6％，「年齢制限がある

  から」59．1％，「公営住宅のほうが安いから」が18．2％

  との回答が得られている（図3－2－7）。

  　「特別減額措置」の適用（表3－2－1）については，高

  齢者，生活保護「特別減額措置」の適用については，高

  齢者，生活保護母子・父子，心身障害者世帯に限られて

  100％

  80％

  60％

  40％

  20％

  　0％

  100％

  80％

  60％

  40％

  20％

  　0％

  14．4％

  自分とは闇係ないが　自分も利用していて　　　　その他
  制麿としては良い　　安心できて良い

  図3－2－6 特別減額措置：良いと思う理由

  59，1％

  18．2％

  　’部の世箒に限られる　　　　　年齢制限　　　　　公宮家賃のほうか安い

  図3－2－7 特別減額措置：良いと思わない理由

  おり，激変緩和措置で段階的に上がっていく家賃の支払

  いがきつい状況下で，「特別減額措置」の利用の実態が閉

  ざされていることを指摘する向きもある。また，年齢的

  制限も「特別減額措置」適用の一つの大きな制約条件と

  表3－2－1  現行の特別滅額措置の適用条件

  【現行の特別減額措置の適用条件】
  　1．対象者：高齢者、心潮章害者、母子・父子世帯
  　2．年齢：公団説明会時点で60歳以上の世帯で65歳になった時点で申請できるが、収入は公団が定める基準未満であること。
  　3．住宅型式：原則として、2人以下世帯の場合は2DK．
  　4．措置期閲＝住宅扶助限度額が入居している住宅の家賃を上回る期間で、実質的には終身。
  平成5年以前団地での経過措置（含む日吉団地）】
  　①戻り入居の場合世帯人数3人以下で2DK，4人以下で3DKの場合は現住宅に居住したまま適用される。
  ②世帯人数3人以下で3DK以上の住宅に居住の場合は現行の措置期間中10年間は現住宅に離したまま・措置期間終了後およそ半年前に移転．居住継続いずれかを選択させられ

  　る。
  　　（但し、居住継続の場合は当該住宅の家賃から2DKの家賃の減額額を減額するもとする）
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して働いている。現行制度では，建替説明会時点で世帯

主年齢が60歳以上の世帯が65歳になった時、点で「特別減

額措置」の申請が出来る。この条件を外れる場合，すな

わち，建替説明会時点で60歳未満の世帯が将来的に高齢

化し申請可能年齢に達したとしても，「特別減額措置」

の申請資格は永久的にないことになるなど課題もある。

3．3事例調査からみた移転層の問題

1）移転層における問題

　前章にみたように，公団住宅健替時に用意されている

居住支援策を活用してスムーズな住み替えを行っている

従前居住者がいる一方，家族のライフスタイルやライフ

ステージと建替の時期がうまく合わなかったり，建替後

の家賃上昇が理由で転出していく世帯があることもこれ

までの調査で問題として指摘されている。

　本章では，本移転者移転理由とその原因・移転による

生活の変化などについてヒアリングの結果から論じる。

2）調査世帯の特徴

　南日吉団地自治会役員の話によると調査対象30世帯の

うち中堅世帯は1世帯ということで，移転層の高齢化率

は高いと予想された。主な家族構成はリタイアした高齢

単身・高齢・夫婦だったが，現在も嘱託やパートで働いて

いるという方が多い（図3－3－1）。

　公団日吉団地での居住年数は4世帯が15年以上，3世

帯が5年程であった。日吉団地でも南日吉団地でも職や

子の有無に関わらず良好な近隣関係を築いており，本移

転によってもそれが保全され，今後もつきあいを続けた

いとしている。

3）移転理由

　ほとんどの世帯が建替説明会後早い時期に本移転を決

意している。理由として建替後の高家賃を理由に挙げた

人が多く，「本当は日吉団地に住み続けたかった」との

感想を聞いた。立地条件や通勤の関係で南日吉団地の移

転を決めている。立地条件や近所つきあい・家賃など現

世帯型 世帯主年齢収入0瀬類
日吉団地屠住年数今後の住宅について

A 片親と子 55～59歳 給辣肝等 20串立 ▲■

B 夫婦のみ 65～69歳 年金 22倒立 ★
C 単身 50～54歳 ■　」　　　15弔立 ★

D 単身 55～59歳 事業所得 16年位 公共の佳老

E 夫婦と子 60～64歳 給胡碍 16年 ★■

F 単身 60～64歳 給躬碍 6飼1正 ★
G 夫婦のみ 75～79歳 年金 5桐立 ★

★併設市割主宅にス居したい★併設市酋住宅に入居したい
　　　　　　　　　　　▲他の公刮主宅を考えている
　　　　　　　　　　　　■民間住宅を考えている
図3－3－1南日吉団地調査対象者の属性

在の住み心地については満足しているようだ。

4）建替事業に対する意見・今後の生活

　南日吉団地も1997年10月建替説明会があり建替事業が

始まった。今後の生活について聞いたところ，5世帯が

　「公営住宅が併設されるならば入居したい」という希望

を示した。ヒアリングした方全員が，今度の建替事業に

よって公団住宅への戻り入居は出来ないだろうと予測し

ている。理由は「建替後の家賃は払えない」「高齢のた

め何度も引越しできない」などがあったが，戻り入居を

あきらめているような口調で話す反面，「本当はここに

住んでいられるといいんだけど」という気持ちがこもっ

ていた・建替事業について現在の関心事は，市営住宅が

併設されるのかどうか，市営住宅への入居要件に該当す

るかどうか，といったことが多いという。説明会後住宅

探しを始めた世帯もあり，付近の民間賃貸住宅や沿線の

公団住宅を探している最中だとの話も聞いた。

5）考察

　ヒアリングから，移転者は建替後家賃に耐えられない

ことが予測されたため本移転を決意しているといえる。

また，今度の建替でも戻り入居をあきらめており，併設

公営住宅への入居を希望するものの，現実的には転出せ

ざるを得ないのではと心づもりしている。南日吉団地に

おいては，日吉併設市営住宅の例もあり，公営併設が家

賃負担の問題においていい解決方法だと歓迎されている。

　公団日吉団地アンケート調査時に，戻り入居したはず

の住戸に空家が28戸見つかっており，戻り入居した世帯

が傾斜家賃の途中で移転していることが予測される。

　また，建替問題ニュースから，建替事業が進むにつれ

戻り入居希望者が減っていくことがわかる（1990年4月

自治会調査419世帯→1995年1月24日吉団地居住者動向

表253世帯）。これには建替後の家賃の問題や，度重なる

引越しの苦痛が一因となっているのではないかと考えら

れる。

6）まとめ

　今回のヒアリング調査では，居住継続支援策のボーダ

ーライン上の問題が改めて浮かび上がった。施策対象者

の条件を有している者には施策の効果が期待できるが，

施策対象としてあてはまらない者は，「ところてんの押

し出し」（図3－3－2）のように弱者となって適切な住居

費負担での居住の安定を求められなくなる。

4一横浜市営十目市場団地複合建替における居住者の生

　活変化とソーシャルミックス

4－1建替後住宅入居者層からみたソーシャルミックス

　　の課題

　今回の複合建替事業におけるソーシャルミックスは家

賃階層のミックスに1加え，コミュニテイバランスの均衡

も意図している。ここでは入居世帯属性から，ソーシャ
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1吉

日地

①⑥■公団日吉団地匝二欝

②④一目吉併設市営 定住

鮎搬匡業署二

　　　　他の公団住宅

　③⑤■民間賃貸住宅

　　　　その他

選択の条件①建替後家賃を払える収入がある

　　　　②公営住宅の収入基準内
　　　　③公営住宅の収入基準をオーバー

　　　　④基準日に60歳以上
　　　　⑤基準目に60歳未満
　　　　⑥仕事の都合等で当地に住みつづけたい

　　　　⑦家賃に耐えられない

　　　図3－3－2移転眉の傾向

［コ戻1入居　一斗一団地全体

ルミックスの基礎資料を得る。

1）建替前の入居者特性

　従前市営十日市場団地は主に，低家賃住宅の集積，高

齢化の2つの問題を抱えている。従前管理戸数のうち公

営2種住宅は全体の約78．4％（1992年4月1日現在），ま

た入居者年齢60歳以上比率は約28．4％（1994年6月1日

現在）と高率であり，偏った入居者構成であったといえる。

2）現団地の入居世帯

　平成10年7月時点では新規入居は行われておらず，現

団地の入居世帯は，他団地への仮移転を除く従前世帯に

よる構成となっている。入居者全体の年齢では60歳以下

が減少，60歳以上の増加といった，60歳を区切りに変化

がみられる（図4－1－1）。60歳以上比率が現在約42．0％

と，建替前に比べ約13．6％上昇しており，急速に高齢化

が進行していると思われる。

3）建替後公営住宅入居世帯

　建替後公営住宅入居世帯の世帯主年齢，世帯人員数の

比率は，団地全体数値とほぼ一致しており，高齢化は建

替後住宅においても進行しているといえよう（図4－1－2，
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図4－1－5世帯人員数の変化

図4－1－3）。また，家族型において単身・夫婦のみ等の

小規模世帯の比率が高く（図4－1－4），約6割の世帯が

団地内に居住する間に家族の減少を経験していることが

明らかとなり（図4－1－5），成長世帯などで賑わいをみ

せた建替前の状況から収縮の方向へ移行する特性が読み

取れる。

4）併設公団世帯とのミックス

　建替事業の3期までに公団住宅は5街区に68戸が建設

され，すでに67世帯が入居している。平成ユ0年7月時点

では5街区建替後公営住宅の入居は行われておらず，街

区レベルでのソーシャルミックスは実施されていない。

5街区における公営住宅の建設戸数は202戸で，従前世

帯のみの入居となる。5街区内訳は公営75％，公団25％

となっている。併設公団世帯は20代及び30代の成長世帯

が中心となって構成されており，団地全体の比率を使用

して戻り入居世帯と併設公団世帯による5街区の年齢構

成の予測洋3〕を行ってみると，老年層から若年層へとシ

フトする図が描け，街区レベルにおけるミックスの有効

性が明らかとなる（図4－1－6）。

5）課題

　併設公団によるミックスの有効性は高いが一部街区に

とどまっており，量の充足が求められる。また，コミュ
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 図4－1－6　5街区入居者年齢構成（予測）

 ニティバランスの不均衡が継続される現状や，新規公営

 階層によるコミュニティ活性化が図れない状況下で，公

 団住宅併設の意義は大きいといえる。
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 図4－2－2 &#160;収入階層別に見た評価（MA）

 4．2　建替意見とソーシャルミックス

 1）建替意見と現住宅の満足度

 　建替後団地は，住宅規模が拡大し，設備が整備され居

 住環境は向上している。したがって建替後住宅の満足度

 は高い。図4－2－1は世帯主年齢別に満足度を指数 注4)で

 現したものであるが，いずれの項口も十を示し，なかで

 も住戸規模，台所・浴室，住棟周辺の緑に満足度が高い。

 　調査票の自由記述欄（建替について）にも，住宅が整

 備され感謝しているという記述が最も多い点からも，満

 足の様子がうかがえる。したがって，定化性は高く全体

 で87％が「住み続ける」と答えている。建替については

 「建替後住宅に住めて良かった」という意見に対し「そ

 う思う」者が83％，「建替えないほうが良かった」とい

 う意見に対しては「そう思わない」が72％と建替を支持

 している者が多数を占める。年齢階層でみると前者の場

 合50歳未満で「そう思う」ものが90％とやや多く，50～

 64歳の向老期で72％とやや少ない、．

 　図4－2－2は収入階層別舳に建替評価をみたものであ

 るが（MA），「適当な規模設備の住宅に住めた」者が

 79％と多く，「駐車場ごみ置き場公園等団地全体が整備

 された」が次に多い。収入階層別に差があるのは「家賃

 が上がった」とするもので公営原則階層では21％である

 住宅規模■■鰯鱗灘魏11・11l・非常11満足

 台所・浴室
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 図4－2－1 建替後住宅の満足度

 のに対して，収入超過者では33％になる。建替後間もな

 く公営住宅法改［1三による家賃改訂が重なったことも影響

 していると、思われる。

 　建替の評価内容と，定住性，住宅の満足度との関連を

 みたものが図4－2－3である。定住化指数 注6〕 の平均は

 1．77，総合満足度指数の平均は0．7と両者とも高いが，

 建替の評価項目別に満足度と定住化指数をプロットする

 と，平均で分けられた4グループの建替評価を知ること

 が出来る。「高齢化に対応した環境になった」と評価す

 る者が総合満足度指数も定住化指数も最も高いところに

 あり，次いで「住み慣れたところに住み続けられた」と

 する者で，満足して住み続けるキーポイントともいえる。

 この他両指数の平均以上のグループには，「駐車場，ご

 み置き場，公園等整備」，「適当な広さ設備の住宅」，「親

 しい人と離れずに住めた」がある。定住化指数，満足度

 指数ともに平均以下のグループには「まだ使える住宅を

 壊すのはもったいない」，「親しい人と離れてしまった」，

 「家賃が上がった」，「庭がなくなった」などがある。こ

 の他「若い世帯が入居し団地が若返った」という積極評

 価もある。満足度指数は平均より低いが定住化指数は高

 いグループには，「高層住宅になじめない」がある。満
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足して定住するためには両指数平均以上のグループにあ

る評価内容を考慮する必要があろう。

2）公団併設に対する意見とソーシャルミックス

　十日市場建替済み公営980戸に対して，公団住宅68戸

が調査時点の5ヶ月前に入居している。この他現在建築

中が160戸あり，ミックスは少しずつ進んできている状況

にある。公団戸数は少なく入居後間もないこともあって

「わからない」と答える者が多いが，公団併設について

建築形式・公団世帯・住み替えをどのように感じている

かを収入階層別にみたものが表4－2－1である。

表4－2－1公団併設に対する意見

単泣慨）
｝i 1願囎層1裁蝿1卿超過1全俸

1街区内に混じり合うのが良い1551 22・611111111111111灘峯119．8
　…街区を分サるのが良い嚢　●　…公営団地松彗だけが良い　1　■　1フ麟こよって公営公団として遣用脇、≡1Zg1　＆3114．9

1α7120．8
13．81194……111116，8

1わからない 37．9112．91　16，7127．7
1親泄帯鵡えて活気紺て良い 11・7姜萎1’　　　9・1116，7
…子世箒と近居1阿能になり良い＆31 ＆41　911 4

禽1融沙榊で鰯鋤・世1…臨面が異なるので良くない帯1わからか111111簸嚢120．711＆211111111111鱗1隻
11．7117，21　9．1113
36．71311　45．5136

1・例也 8．31 01　　9．116
・1呵鰯えても屠偉繊拙来良い 肌3111111111 2全5
住1公営に住み繍サるから悌調潮繊ない8．51＆51 01 6．9
蕎1螂醐11なく適正家雛みた／’又＝わからない…萎11鱗；1l1111l≡11灘菱

12．91　　25128．4
1・酬組 1．71 O1　8．312

替前家賃，②建替後家賃（平成10年3月時点），③公営

住宅法改正後家賃（平成10年7月時点），④「激変緩和

措置」がなかった場合に支払わなくてはならない本来家

賃の4つの家賃水準を聞いている。家賃水準の変化は複

雑である。経年変化のなかで，建替事業の前後での家賃

変化，公営住宅法改正前と後での家賃変化の2つを経験

していることになる。

　1998年4月の公営住宅法改正により，応能応益家賃制

度が導入されて住宅の便益を考慮に入れた応益性だけで

なく，所得に見合った家賃負担を実現する応能性に基づ

き家賃算定がなされるようになった。対象とする世帯は

従来の33％から，原則階層は所得分位25％まで高齢者等

裁量階層は地方公共団体の裁量により40％まで可能とな

った。また，所得分位50％を超える場合には近傍同種家

賃が適用される。

　ここでは，公営住宅法改正直前の1998年3月時点，公

営住宅法改正後の1998年7月時点，本来家賃の3つのみ

の家賃水準の比較を行うにとどめる（図4－3－1）。図中

平成10年3月　　　一…　　．平成10年7月
本来象賃

284

　住戸の建築形式については，かなり意見が分かれるが，

裁量階層は「公営だけが良い」が多いのに対して，収入

超過者は「街区内に混じり合うのが良い」，「入居者によ

って公営公団として運用されるのが良い」が他より多い。

公団との住み替えについては，「公営公団の別をなくし

適切な家賃で住み続けるのが良い」が多い。これが一般

論であるのに対して本人自身の問題として，公営収入基

準を超えたときの選択を聞いている。「公営に住み続け

る」，「住み続けざるを得ない」とする者が73％に達する。

住み慣れたところに住み，居住者の収入階層に応じた適

切な管理一住宅に関係なく公営・公団として居住するこ

とを要望しているものが多いが，公営に住み続けざるを

得ないのが現状である。

　住み続ける場合，応能家賃の適用により収入超過者の

家賃額は高くなり，4．3で述べるように公団家賃の最低

限に接するようになる。分布の広い家賃，したがって収

入階層からみて幅広い階層が居住しようとしていること

になる。また，併設公団戸数が増加すれば，これらの階

層はこれまでより容易に公団に移ることが可能になり，

公営・公団ともにより適切な入居階層によるコミュニテ

イが形成される方向にあるといえよう。

4．3建替事業及び公営住宅法改正による家賃負担変化

　横浜市営十日市場団地では，ここ何年かの間に家賃額

の改訂が3回なされている。アンケート調査では，①建
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図4－3－1 十日市場団地の各時点における家賃額の分布

には示していないが，市営の建替前家賃はどのタイプも

1万円台以下で低い水準であった。改正前の公営住宅で

は4割を超える収入超過者がおり，こうした階層の他の

住宅への移転，あるいは所得水準と見合った家賃負担の

必要性がかねてから指摘されていた。建替後は建替前と

比較すると，全体的な家賃水準は上がったものの依然低

い水準に甘んじている。建替後の家賃を，改正前3月時

点と改正後7月時点で比べると，ともに最多値1万円以

上2万円未満，分布域は3万円以上4万円未満のカテゴ

リー以下のところにあり，本来家賃との比較では分布の

形状が互いに比較的類似である。これは，建替前後での

適用同様，公営住宅法改正前後での家賃の「激変緩和措

置」が適用され現段階では改正前家賃との開きが出てい

ないためである。しかし，本来家賃では，最多値が2万

円以上3万円未満と6万円以上7万円未満，分布域10万

円以上11万円未満のカテゴリー以下という結果が出てい

る。所得水準に応じて家賃額が決まる応能応益家賃制度

のもとでは，公営住宅でも最終的には家賃額に開きが出
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  てくることが示されている。複合建替団地全体でみると，

  併設公団の家賃分布は9万8，000円から13万9,000円まで

  で，最小値は9万円以上10万円未満のカテゴリーにあり，

  公営の最大値は10万円以上11万円未満のカテゴリーにあ

  ることから，新しい家賃分布はかつての「公営の上かつ

  公団の下」階層も含みながら，公営，公団間の垣根を取

  り払い一体的かつ段階的な家賃分布が実現しているとい

  える。

  5．結語

  　本研究は，公団・公営相互乗り人れによる建替団地に

  おいて，コミュニテイ形成・管理，家賃等住屠費負担の

  実態を公営・公団両サイドから考察し，団地全体のミッ

  クスドコミュニティのあり方の方向性を検討することを

  目的とした。コミュニティ問題や住居費の課題と併せて，

  建替の全体計画に載せるべき幾つかのこととして，①新

  しく再生される団地のコミュニティバランスの問題，②

  移転層における居住の安定の問題等がある。

  　調査結果では，日吉団地は公営戻り入居層で定住性は

  9割と高いが，公団賃貸戻り入居層では消極的な定住性

  を含めても5割に満たず，将来の居住不安要素に住居費

  を挙げる世帯が多い。戻り入居（希望）率は，建替説明

  時，建替着工時と減少し，戻り人居時には4割と減少し

  ている。複合建替の公営住宅併設の制度により後工区に

  併設市営が出来ており，数的な制約はあるが公営併設と

  いう新たな選択肢が出来たことは評価きれている。ミッ

  クスドコミュニティの実現も大きな課題で，建替前より

  自治会活動が盛んな当該団地では，建替問題対策委員会

  を結成し，公団と折衝し，幾つかを実際の計画に反映さ

  せてきた。自治会は公団，市営単一の自治会で運営され

  ているが，サークル活動等でも，共通の活動の場を持つ

  のが好ましいとする世帯がどの住宅種別でも8割以上を

  占め，ミックスドコミュニティ実現への方向がみられる。

  住居費問題では，居住継続のために公団独白に激変緩和

  措置や特別減額措置が講じられているが，諾条件で施策

  対象外となる世帯が多く，今後の建替事業で居住継続が

  難しい世帯の発生が予想され，建替事業の全体的枠組み

  のなかでの取り組みが必要である。

  　南日吉団地居住者へのインタビューでは，今後建替対

  象団地となるが本移転世帯には高齢者世帯が多く，戻り

  入居の可能性はなく，また高齢のため度重なる引越しも

  きついという意見が聞かれた。関心事は次の建欝の公営

  併設である。

  　十日市場団地では建替後の住戸，住環境に対する満足

  度は高く建替を評価をしている批帯が多いが，ソーシャ

  ルミックスについての意見は分れるところである。収入

  超過層では「住棟が街区内に混じり合うのが良い」，

  「モザイク状ミックス」が良いという意見も出ている。

  　公営建替団地は，平成10年7月調査時点では従前居住

  者のみの構成で世帯主年齢60歳以上の比率は42．0％であ

  る。建替の最初の街区に高齢世帯が集中してしまうコミ

  ュニティバランスからみた問題が明らかにされた。しか

  し，団地全体の長期的視野に立てば，今の併設公団世帯

  は成長世帯が多く，今後公団併設が進展する過程では年

  齢構成も若年層へとシフトする図式がみえている。

  　また，住居費負担については，応能応益家賃制度によ

  り，近傍同種家賃まで段階的に家賃が設定され，また併

  設公団も併せて多様な家賃水準の世帯が居住することに

  なり，家賃面からソーシャルミックスが進むと考えられ

  る。

  く注＞

  1）平成10年度以降建替着手団地では，これまでの急激な傾斜家
  　賃が改められ，10年，20年等長期にわたる傾斜家賃が実行さ
  　れるようになり，また高齢者等の減額措置も改正され，現状
  　が緩和される方向になっている（1998．8公団発表）。1998．10．
  　には，建替後の傾斜家賃を打ち切る住宅が発表されている。
  2〕各項目別の満足度を，満足十2，やや満足十1，普通0，や

  　や不満 - 1，不満 - 2として加重平均をとったもので表す。
  3〕5街区における公営征宅202戸に団地全体の入居者年齢構成比
  　率を乗じている。
  4）満足度を7段階言平価したため，十3から一3までの数値を使
  　い加重平均したもので表している。
  5）ここでは収人階層を公営原則階層（収入分位25％まで）公営
  　裁量階層（同25～40％）収入超過者（同40％を超えるもの）
  　に分類している。
  6）定住性を「住み続ける」十2，「多分住み続ける」十1，「わ
  　からない」0，「転屠するかもしれない」一1，「近く転居す
  　る」一2として力［重平均したもの。
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